【様式１】

質問票
令和　　年　　月　　日

福島市役所　環境部環境課温暖化対策推進係　宛
E-mail：kankyou@mail.city.fukushima.fukushima.jp


所在地
質問者  名称
代表者

質問に関する責任者
所　　属
職・氏名
電話番号
メールアドレス

公共施設太陽光発電設備設置事業業務委託公募型プロポーザルについて、次の項目を質問します。
	質問事項
	内容

	











	


※　必要項目が記載してあれば、任意様式も可とします。
※　期間を過ぎて提出された質問は回答できませんのでご注意ください。
【様式２】

令和　　年　　月　　日

　福島市長

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

参加意向申出書


　次の件について、「公共施設太陽光発電設備設置事業業務委託公募型プロポーザル実施要領」の「４　参加資格」に定める内容について虚偽がないことを誓約し、プロポーザルの参加を申し込みます。


　件名：「公共施設太陽光発電設備設置事業業務委託」公募型プロポーザル










 
（連絡担当者）
所　　属
職・氏名
電話番号
メールアドレス







【様式３】

令和　　年　　月　　日

　福島市長

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

辞　退　届


　次の件について、下記の理由によりプロポーザル参加を辞退します。


記


　１　件　　名
「公共施設太陽光発電設備設置事業業務委託」公募型プロポーザル


　２　辞退理由（「都合により」等のあいまいな表現は避け、具体的に記入）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
（連絡担当者）
所　　属
職・氏名
電話番号
メールアドレス






【様式４】

令和　　年　　月　　日

　福島市長

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　


公共施設太陽光発電設備設置事業業務委託
公募型プロポーザル提出書類送付書

　私は、公共施設太陽光発電設備設置事業業務委託公募型プロポーザル実施要領に基づき、プロポーザルに参加するため、下記書類を送付します。
　なお、送付する書類の内容は事実と相違ないことを誓約します。

記

《提案書》
　（１）　公募型プロポーザル提出書類送付書（様式４）（１部）
　（２）　業務内容に関する企画提案書（任意様式）（６部）
　（３）　会社概要及び過去５年度間の類似事業の主な受注等の実績
　（４）　類似事業の契約書等の写し（契約が証明できる部分の写し）
　（５）　担当者経歴書
　（６）　一級建築士及び電気主任技術者の資格証の写し
　（７）　履歴事項全部証明書
　（８）　印鑑証明書
　（９）　誓約書（様式５）
　（10）　賃借対照表及び損益計算書
　（11）　納税証明書（事業所が所在する市区町村税）
 （連絡担当者）
所　　属
職・氏名
電話番号
メールアドレス





【様式５】
暴力団等の排除に関する誓約書

令和　　年　　月　　日

福　島　市　長
住所
商号又は名称　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名

私は下記１に該当しないことを表明するとともに、将来にわたって下記２に該当する行為をしないことを誓約します。
この表明・誓約書が虚偽であり、又はこの表明・誓約書に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てず、なんらの賠償ないし補償を求めません。但し、貴職に損害が生じたときは、その損害を賠償します。
また、貴職の求めに応じ、当方の役員名簿（役職名、氏名、住所、性別及び生年月日の一覧表）を提出すること、並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での当方の個人情報を警察に提供し、表明・確約事項を確認することについて同意します。
記
1. 契約の相手方として不適当なもの
[bookmark: _GoBack](1)役員等（個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、法人である場合にはその役員、その支店又は常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団対策法第２条６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）若しくは暴力団員の配偶者（暴力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）であると認められるとき。
 (2)役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。
(3)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。
(4)役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると認められるとき。
(5)役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

2. 契約の相手方として不適当な行為をするもの
(1) 暴力的な要求行為
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為
(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
(4) 偽計又は威力を用いて契約担当職員等の業務を妨害する行為
(5) その他前各号に準ずる行為
【参考様式１】
会社概要及び過去５年度間の類似事業の主な受注等の実績
	商号又は名称
	

	代表者職・氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	

	ホームページ
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	直近の年間売上高
	

	従業員数
	

	過去５年度間(平成30年度～令和4年度)で実施した類似事業の実績（主なもの３件以内。）
	発注者
	受注事業内容
（受注年、受注内容）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※既存の資料（会社のパンフレット等）で同項目が網羅されているものがある場合は添付すること。

【参考様式２】
担　当　者　経　歴　書
（本業務の主たる担当者について記述願います）
	所属・職・氏名
	

	同種業務の経歴
	

	職　　歴
	年　月
	内　容

	
	
	

	備　　考
（資格等）
	


※一級建築士及び電気主任技術者の資格については、必ず記入願います。
